
令和 6 年 10 月

令和 元 年度 令和 10 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,574 円(税抜) 2,957 円(税抜)

2,574 円(税抜) 2,975 円(税抜)

2,574 円(税抜) 2,981 円(税抜)

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

37.1人／ha

令和6年3月31日現在

該当なし（岐阜県各務原浄化センター）

有

処 理 区 数 7処理分区（松枝、笠松南、笠松北、金池、円城寺、下羽栗、米野）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

事業開始時点から流域下水道に接続している。

令和4年度 令和4年度

令和5年度 令和5年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

令和元年10月1日～
2か月当り　　基本使用料：20㎥まで　2,831円（消費税10%込）
　　　　　　　　 従量使用料：21㎥～1,000㎥　157円／㎥（消費税10%込）
　　　　　　　　　　　　　　　　　1,001㎥～　　　　182円／㎥（消費税10%込）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

該当なし

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（全部適用）

笠松町下水道事業経営戦略（改訂版）

平成4年度（32年経過）

令和6年3月31日現在

岐阜県羽島郡笠松町

笠松町下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別添「経営比較分析表」による。

職 員 数
下水道事業の職員数は4名(課長、庶務担当1名、工務担当2名)である。

令和6年4月1日現在

　　　　　　　　　　　 庶務担当2名(水道事業1名、下水道事業1名)
部長 － 課長 －
　　　　　　　　　　　 工務担当4名(水道事業2名、下水道事業2名)

令和6年4月1日現在

該当なし

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

当町の将来の行政人口は、平成28年度に策定した「笠松町汚水処理施設整備構想」における将来人口の推計値では、令和17年度まで人口減少を予測していま
す。
また、下水道を使用できる人口は、行政人口は減少しますが、下水道整備面積の拡大により令和7年度までは増加し、それ以降は減少に転ずると予測していま
す。

有収水量の予測

当町の有収水量は、水需要の減少や節水型機器の普及、町民の節水意識の向上、少子高齢化に伴う世帯構成の変化等を背景に徐々に減少に転じると予測して
います。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

令和3年度から検針・窓口等徴収業務について、民間委託を行っている。

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

下水道は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、衛生的な環境を維持するための重要な基盤施設であることから、これらのサービスを持続的かつ安定的に
提供することが求められています。
このため、「下水道サービスを持続的、かつ安定的に提供するための経営基盤を強化する」を基本方針とします。

使用料収入の見通し

当町の今後の使用料収入を推計しますと、令和元年度からの下水道整備面積の拡大により、水洗人数は増加しておりますが、水需要の減少や節水型機器の普
及、町民の節水意識の向上、少子高齢化に伴う世帯構成の変化等の背景による有収水量が徐々に減少に転じることに伴い使用料収入も減少に転じると予測して
おり、令和7年度に使用料5％改正を予定しています。

施設の見通し

①これまでの下水道整備
下水道整備は、令和6年3月31日現在で整備面積約548ha、下水道区域内普及率は、約92％となっています。
②これからの下水道整備
今後の下水道整備は、平成28年度に策定した「笠松町汚水処理施設整備構想」を基に、下水道未整備区域である門間地区の整備を行い、令和7年度末までに
18.05ha、さらに令和17年度末までに116.79haを予定しています。
また、公共下水道の普及率は、令和7年度末までに95.0％以上を達成し、概成する計画となっています。

なお、下水道処理施設は有しておりません。

組織の見通し

今後計画される管渠埋設工事の進捗状況及び管渠の維持管理等、業務内容に対応できる適正な職員の配置を検討します。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

「投資・財政計画」では、次のような建設投資を見込んでいます。
公共下水道整備事業
・下水道工事　令和6年度から令和10年度までの事業費　約5億8千万円
・下水道委託　令和6年度から令和10年度までの事業費　約8千万円
・下水道点検調査委託　令和6年度から令和10年度までの事業費　約3千万円

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

・使用料収入の見通しに関する事項
　現行の使用料体系を維持した場合の使用料収入を設定しています。また、使用料収入を算定する際には、将来の人口動向及び昨今の水需要の減少による有収
水量の減少を反映しています。
・企業債に関する事項
　建設改良費及び流域下水道建設負担金による企業債の発行額は、事業計画を基に計上している。
　資本費平準化債の発行額は、限度額の発行を見込んでいる。
・補助金に関する事項
　建設改良費に係る補助金については、事業計画を基に計上している。

・企業債償還金及び支払利息に関する事項
　現行の償還方法（償還方法、償還期間、元金据置期間の設定など）に基づき、近年の金利動向に基づいて設定した金利により算定しています。
・減価償却費に関する事項
　今後の建設投資額をベースに、現行の減価償却計算の方法に基づき、算定しています。また、補助金などを財源とする分については、長期前受金戻入益として
営業外収益に計上しています。
・職員給与費に関する事項
　令和5年度の職員構成に準じて計上しています。

・下水道整備面積
笠松町汚水処理施設整備構想を基に、令和7年度末までに18.05ha、令和17年度末までに116.79haを目標設
定とします。
・下水道区域内普及率
笠松町汚水処理施設整備構想の実現を目指し、令和7年度末までに95.0％以上を目標設定とします。

目 標

・下水道水洗化率
笠松町汚水処理施設整備構想の最終年度である令和17年度末までに90.0％を目標設定とします。

目 標



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

該当なし

令和7年度に下水道使用料を5%改定予定。使用料の見直しに関する事項

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

経営戦略の事後検証、改定等については、平成31年2月に作成した経営戦略に記載したとおり、作成から5年が経
過したため、今回、下記のとおり経営戦略の見直しを行います。
経営戦略に記載の基本数値を令和5年度値とする。
投資・財政計画（収支計画）の数値を令和元年度から令和5年度は決算値とし、令和6年度以降は工事計画等に基
づき数値を修正。
なお、今後の経営戦略の事後検証に当たっては、経営戦略の達成度を評価し、また、「汚水処理施設整備構想」や
それを構成する「投資試算」「財源試算」と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を経営戦略やそれを構
成する各計画の修正、次期計画の策定等の形で企業経営に反映させるPDCAサイクルを導入していきます。

職員給与費に関する事項 当町の給与制度に基づく。

動力費に関する事項 該当なし

修繕費に関する事項 ストックマネジメント計画により効率的に修繕を実施し、費用を抑制する。

委託費に関する事項 委託業務の適正な発注に努め、過大な委託費とならないようにする。

その他の取組 該当なし

薬品費に関する事項 該当なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
令和3年度から検針・窓口等徴収業務について、民間委託を行っている。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 該当なし



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 下水道事業 投資・財政計画
（収支計画）

【令和7年度5％改定】

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 248,914 303,837 306,639 309,955 311,606 301,987 314,488 312,154 309,837 307,537
(1) 248,390 303,249 301,657 305,321 306,744 297,125 309,626 307,292 304,975 302,675
(2) (B)
(3) 524 588 4,982 4,634 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862 4,862

２． 248,137 187,797 198,454 345,782 348,323 353,631 356,902 360,361 362,306 365,090
(1) 106,415 41,302 49,380 191,780 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120

106,415 41,302 46,480 191,780 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120
2,900

(2) 137,788 142,382 148,976 153,985 158,917 164,225 167,496 170,955 172,900 175,684
(3) 3,934 4,113 98 17 286 286 286 286 286 286

(C) 497,051 491,634 505,093 655,737 659,929 655,618 671,390 672,515 672,143 672,627
１． 526,302 532,713 551,984 540,842 555,249 571,223 577,204 583,515 581,577 594,980
(1) 17,601 15,337 17,726 16,924 14,723 16,565 16,765 16,965 17,165 17,365

9,713 8,426 9,841 9,520 8,365 8,565 8,765 8,965 9,165 9,365

7,888 6,911 7,885 7,404 6,358 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000
(2) 169,576 175,971 183,817 171,062 184,588 186,210 186,210 186,210 181,210 191,210

1,683 2,306 1,929 2,592 6,210 6,210 6,210 6,210 6,210 6,210

167,893 173,665 181,888 168,470 178,378 180,000 180,000 180,000 175,000 185,000
(3) 339,125 341,405 350,441 352,856 355,938 368,448 374,229 380,340 383,202 386,405

２． 94,733 82,485 69,735 68,310 61,448 58,176 54,362 51,726 48,699 46,185
(1) 89,696 76,654 65,152 55,020 47,708 44,436 40,622 37,986 34,959 32,445
(2) 5,037 5,831 4,583 13,290 13,740 13,740 13,740 13,740 13,740 13,740

(D) 621,035 615,198 621,719 609,152 616,697 629,399 631,566 635,241 630,276 641,165
(E) △ 123,984 △ 123,564 △ 116,626 46,585 43,232 26,219 39,824 37,274 41,867 31,462
(F) 595 167 1 1 1 1 1
(G) 12,379 7 1 1 1 1 1
(H) △ 12,379 595 160

△ 136,363 △ 122,969 △ 116,466 46,585 43,232 26,219 39,824 37,274 41,867 31,462
(I) △ 136,363 △ 259,332 △ 375,798 △ 329,213 △ 285,981 △ 259,762 △ 219,938 △ 182,664 △ 140,797 △ 109,335
(J) 137,951 277,665 253,189 229,964 255,479 187,391 158,145 137,013 128,938 126,198

17,975 20,411 19,046 23,938 23,514 23,514 23,514 23,514 23,514 23,514
(K) 541,949 626,147 581,568 515,910 500,604 477,852 439,477 414,002 399,197 346,434

422,427 420,705 414,717 399,948 363,567 342,261 303,886 278,411 263,606 210,843

116,834 202,833 164,666 133,518 133,097 133,097 133,097 133,097 133,097 133,097
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 248,914 303,837 306,639 309,955 311,606 301,987 314,488 312,154 309,837 307,537

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和元年度
(決算)

営 業 収 益

令和２年度
(決算)

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
令和３年度

(決算)
令和４年度

(決算)
令和５年度

(決算)
令和６年度

補 助 金
他会計補助金 (負担金 )
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 下水道事業 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 319,600 454,600 288,500 320,800 311,500 266,400 249,800 99,900 101,000 92,300

200,000 200,000 183,000 169,200 144,700 90,000 58,000 17,000

２．

３． 200,481 211,213 210,000

４． 53,100 49,500 49,500 49,500 49,500 49,500 49,500

５．

６． 78,000 125,000 57,450 94,637 81,710 89,705 91,767 30,998 30,945 30,946

７．

８．

９．

(A) 598,081 790,813 555,950 468,537 442,710 405,605 391,067 180,398 181,445 172,746

(B)

(C) 598,081 790,813 555,950 468,537 442,710 405,605 391,067 180,398 181,445 172,746

１． 251,411 405,957 207,927 290,187 296,851 319,717 338,349 158,043 177,018 167,803

10,793 7,756 10,125 10,262 10,494 11,461 11,461 11,461 11,461 11,461

２． 416,417 422,427 420,705 414,717 399,947 363,567 342,261 303,886 278,411 263,606

３．

４．

５．

(D) 667,828 828,384 628,632 704,904 696,798 683,284 680,610 461,929 455,429 431,409

(E) 69,747 37,571 72,682 236,367 254,088 277,679 289,543 281,531 273,984 258,663

１． 50,410 22,260 70,884 217,791 234,406 277,679 289,543 281,531 273,984 258,663

２．

３．

４． 19,337 15,311 1,798 18,576 19,682

(F) 69,747 37,571 72,682 236,367 254,088 277,679 289,543 281,531 273,984 258,663

(G)

(H) 4,414,442 4,446,614 4,314,409 4,220,492 4,132,044 3,768,477 3,431,215 3,141,329 2,883,565 2,651,865

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

106,415 41,302 46,480 191,780 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120

106,415 41,302 46,480 191,780 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120 189,120

200,481 211,213 210,000 53,100 49,500 49,500 49,500 49,500 49,500 49,500

200,481 211,213 210,000 53,100 49,500 49,500 49,500 49,500 49,500 49,500

306,896 252,515 256,480 244,880 238,620 238,620 238,620 238,620 238,620 238,620

令和１０年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和元年度
(決算)

令和２年度
(決算)

令和３年度
(決算)

令和４年度
(決算)

令和５年度
(決算)

令和６年度

計

そ の 他

令和７年度 令和８年度 令和９年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和９年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

令和１０年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度令和２年度令和元年度


